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福島で生産された商品の販売等の不振の実態を明らかにするための調査の 

結果に基づく指導、助言等について（通知） 

 

 福島復興再生特別措置法（平成 24 年法律第 25 号）第 78 条の２の規定に基づき、福

島で生産された商品の販売等の不振の実態を明らかにするため、平成 29 年度福島県産

農産物等流通実態調査（以下「平成 29 年度調査」という。）を行い、その調査の結果に

基づき、関係業者等に指導、助言等を行うとともに、風評被害の払拭等に向けた対策等

の情報をとりまとめたので、貴団体から傘下の関係者に対して周知願いたい。 

 

１ 平成 29 年度調査の結果 

 平成 29 年度調査の結果の概要は、次のとおりである。その詳細は、別添１の「平

成 29 年度福島県産農産物等流通実態調査」報告書概要を参照されたい。 

ア 福島県産農産物等は、全体として震災前の価格水準まで回復していない。また、

水産物は、試験操業段階のため、小売業者の取扱いが限定的である。 

イ 福島県産農産物等に対する消費者からの産地照会は減少し、現在ではクレームは

ほとんどない。また、福島を応援するため、福島県産農産物等を積極的に購入する
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という声がある一方、消費者の一部には依然福島県産農産物等のイメージとして

「安全性に不安がある」との意見が存在している。 

ウ 小売業者による福島県産農産物等の取扱いについては、次のような意見が示され

ている。 

・他県産農産物等で需要が賄えており、福島県産農産物等に積極的に切り替える理

由・きっかけが見出せない。 

・産地照会を受けた際の説明に苦慮する。 

・売れ残りリスクを極力回避するため、福島県産農産物等の取扱いをちゅうちょす

る。 

・特に米・牛肉や高価格帯贈答用の桃では、福島県産の取扱いが十分に回復してい

ない。 

エ 卸売業者・仲卸業者においては、次のような課題が挙げられている。 

・福島県産農産物等の取扱いを減少させた理由は、「販売先による別産地の指定が

ある」、「販売先が福島県産以外を希望していると想定される」等である。 

・米・牛肉では、品質面で値頃感が強い外食・中食等の業務用の需要が強まってお

り、安定的な価格・量での取引が見込める半面、仕入価格が固定化して取引価格

の上昇が見込みにくい。 

オ 生産者においては、品質の訴求や販売方法の工夫等により販路の開拓・拡大を実

現している次のような取組も見られる。 

・米の生産者が、冷めても粒がしっかりしている特長を生かし、寿司米として中東

への輸出を実施している。 

・桃の生産者が、インターネットを活用した通信販売により、新規顧客を開拓して

いる。 

 

２ 平成 29 年度調査の結果に基づく指導・助言等 

（１）小売業者、仲卸業者、卸売業者等への指導・助言等の内容 

 平成 29 年度調査の結果を総括すると、次のとおりである。 

・夏秋期のきゅうり等福島県農産物等以外には代替が利かない農産物等では、多く

の小売業者等が福島県産農産物等の取扱いを回復しており、取引価格も東日本大

震災の発生以前の水準に戻っている。 

・他方、産地やブランド化を訴求する特性のある米、牛肉等を中心に、多くの福島

県産農産物等では、他県産農産物等が福島県産農産物等に代わって販路を占め、

７年という時間の経過と相まって、小売業者等を始め関係者が福島県産農産物等

を改めて取り扱う理由やきっかけを見いだしづらい状況が定着してきている。 

 このため、小売業者、仲卸業者、卸売業者等の団体に対して、今回、次のとおり

指導・助言等を行ったところである。 

○ 福島県産農産物等であることのみをもって取り扱わなかったり、買い叩いたり

することがないよう徹底する等、指導・助言を行う。 

○ 福島県が取り組んでいる「ふくしまプライド。」のキャッチフレーズの下での

販売フェア等における福島県産農産物等の美味しさ等の魅力の発信、ブランドの

再構築等のマーケティング戦略に積極的に参画するほか、必要に応じて消費者へ
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の働き掛け方等について提案する等風評被害を契機に失った福島県産農産物等

の販路、取引価格等の回復に向けて積極的に協力するよう要請する。 

なお、その詳細は別添２の指導・助言通知を参照されたい。 

（２）生産者への助言 

 平成 29 年度調査では、福島で生産された商品の販売等の不振の実態とともに、

生産者による新たな販路開拓の事例を調査したところ、今回確認された優良事例等

を紹介するので、貴団体から傘下の関係者に対して、今後の取組の参考として周知

されたい。 

○ 米について、通常より大きい２ミリメートルのふるいを用いて大粒の米を選別

し、色彩選別機に通して品質管理を徹底した結果、平成 28 年の「すし米コンテ

スト国際大会」（主催：米・食味鑑定士協会）において最高の特Ａを受賞すると

ともに、「究極のすし米」として謳ってアラブ首長国連邦やカタールへの輸出を

実現した。 

○ 牛肉について、自ら生産した子牛を特定の肥育農家に委託して肥育し、提携す

る福島県内の精肉商を中心に販売することにより、生産から販売までの経路が明

確になって顔の見える関係を構築し、需要が伸長した。 

○ 桃について、ウェブサイトやＳＮＳを立ち上げ、インターネットを活用した通

信販売を充実させることにより、若い年代の新規顧客を開拓した。 

○ アスパラガスについて、付加価値が付いた商品としてブランド化するため、福

島県独自の品種を導入するとともに、新たな販路を開拓するため、贈答用の個人

向け配送を開始した。 

○ 鶏肉について、加工用需要の高まりを踏まえ、加工業者への販売を増大させた。 

○ 豚肉について、放牧した豚をブランド化し、加工品の消費者への直売を開始し

た。 

○ きのこ類について、道の駅を通じて旅館に安定した価格で出荷するほか、飲食

店向けに出荷するため、若手生産者が協力して集荷し、相当程度の出荷量を確保

する取組が始まった。 

○ 水産物について、漁業協同組合の青年部・女性部が協力し、加工業者と連携し

て６次産業化商品の開発を開始したほか、消費者が産地市場を訪問するバスツア

ーを実施した。 

○ 米について、作付け銘柄を育てやすく食味も良い銘柄に変更するとともに、煎

餅等の加工品の生産を併せて行い、直売所での販売を開始した。 

 

３ 関連対策を活用した福島県産農産物等の販売促進等 

福島県の農林水産業の再生に向けては、ＧＡＰ認証の取得、農林水産物の販路拡大

と需要の喚起等生産から流通・販売に至るまで風評の払拭を総合的に支援するための

福島県農林水産業再生総合事業が措置されている。 

また、福島県産農産物等に対象を限定しない販売促進等対策についても、各種措置

されている。 

このため、貴団体から傘下の関係者に対して、次のとおり周知されたい。 

○ 福島県農林水産業再生総合事業を始め各種対策について、案件形成を検討する段
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階から流通・販売相談窓口を積極的に利用いただき、効果的に活用すること。 

（１）福島県農林水産業再生総合事業（平成 30 年度予算：47 億円） 

 ア 生産段階での取組 

（ア）第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業 

・第三者認証ＧＡＰ等の取得に係る研修の受講や審査費用等を支援する。 

・普及指導員や農業高校教員等の指導員研修を支援する。 

（イ）環境に優しい農業拡大事業 

・有機ＪＡＳ認証の取得に係る費用を支援する。 

・有機栽培米の産地見学会や商談会、主婦層向けの有機農業セミナー等の開催

を支援する。 

（ウ）水産物競争力強化支援事業 

・水産エコラベルの取得に係る研修の受講や審査費用等を支援する。 

・水産物の高鮮度化に向けた実証試験を支援する。 

（エ）農林水産物の検査の推進 

・国のガイドライン等に基づく放射性物質検査に要する経費を支援する。 

・産地における自主検査に要する経費と、検査結果に基づく安全性のＰＲを支

援する。 

イ 流通・販売段階での取組 

（ア）販路拡大タイアップ事業 

・被災 12 市町村の生産者の販路開拓等に必要な専門家による指導・助言を支援

する。 

（イ）農産物等戦略的販売促進事業 

・量販店等における販売コーナーの設置、販売フェアの開催等の販売促進の取

組を支援する。 

・オンラインストアにおける特設ページの開設やキャンペーンの実施を支援す

る。 

・海外における販路開拓活動等を支援する。 

・テレビコマーシャルやウェブサイトを通じた情報発信、福島県内の市町村や

民間団体が行うＰＲ事業等を支援する。 

（２）その他の販売促進等対策 

ア 農林水産業の輸出強化と農林水産物・食品の高付加価値化 

（ア）海外販売促進活動の強化と輸出環境の整備 

（イ）規格・認証、知的財産の戦略的活用と日本の食品・食文化の普及 

（ウ）６次産業化の推進 

（エ）食育の推進と国産農林水産物の消費拡大 

イ 強い農林水産業のための基盤づくり 

ウ 農山漁村の活性化 

エ 企業とのマッチングの場を活用した加工品の販路拡大 

 

４ 福島県産農産物等の流通・販売相談窓口の設置 

 福島県産農産物等の販売不振がいまだ深刻な状況にあるため、農林水産省、復興庁、
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経済産業省及び福島県に「流通・販売相談窓口」を設置し、相談できる体制を構築す

るので、貴団体及び傘下の関係者においては、流通・販売相談窓口を積極的に活用い

ただきたい。 

《流通・販売相談窓口の設置先》 

ア 農林水産省 

食料産業局食品流通課 03-3502-7659  fukushima_soudan@maff.go.jp 

イ 復興庁 03-6328-1111   ryutsu.hanbai＠cas.go.jp 

   ウ 経済産業省 

    大臣官房福島復興推進グループ福島広報戦略・風評被害対応室 

     03-3501-2883   fukushima-kouhou@meti.go.jp 

エ 福島県 

農林水産部農産物流通課 

 024-521-7371  ryutsu.aff@pref.fukushima.lg.jp 

注）電話の場合には、「福島県産農産物等の流通・販売相談」と伝えるよう周知

されたい。 

 

５ 平成 30 年度福島県産農産物等流通実態調査の実施 

 平成30年度においても、次のとおり平成30年度福島県産農産物等流通実態調査（６

において「平成 30 年度調査」という。）を実施することとしているので、貴団体及び

傘下の関係者においては、引き続き調査に積極的に協力いただきたい。 

・平成 29 年度調査で対象とした品目及び地域を拡大しつつ、事業者へのヒアリング

を拡充するほか、事業者・消費者へのアンケートを実施する。 

・さらに、米、牛肉、贈答用の桃等の青果物及び水産物を対象として、生産者、卸売

業者、仲卸業者、小売業者等の各取引段階での取引価格の推移を把握するための追

跡調査を新たに実施する。 

 

６ 平成 29 年度調査の結果に基づく指導・助言等に関する説明会の実施 

 平成 29 年度調査の結果に基づく指導・助言等については、本通知をもって行うと

ころであるが、平成 29 年度調査の結果、これに基づく指導・助言等の考え方、福島

県産農産物等の販売促進等の関連対策、平成 30 年度調査の進め方等について、今後

説明会を実施する予定である。 

 説明会の日時、会場等については、詳細を調整した上で、追って公表することとす

るが、貴団体及び傘下の関係者においては、説明会に積極的に参加いただきたい。 


